
 

 

 

東海第二発電所における高経年化対策について 

 
 

当社・東海第二発電所（沸騰水型軽水炉、定格電気出力 110 万キロワット）は、昭

和 53 年 11 月に営業運転を開始し、平成 19 年 11 月 28 日に運転年数 29 年を経過して

おります。 

当社は、同発電所について、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等＊１」

に基づき、平成 19 年 11 月 27 日、高経年化技術評価＊２および長期保全計画＊３を報告

書としてとりまとめ、経済産業省に提出するとともに、安全協定に基づき茨城県およ

び関係市町村にも提出いたしました。 

                    （平成 19 年 11 月 27 日発表済） 

 

その後、経済産業省による立入検査等の審査が行われ、その中での指摘事項を反映

した報告書を平成 20 年 7 月 14 日に提出しておりましたが、本日、経済産業省から、

その報告書の審査結果が公表されました。 

 

当社といたしましては、本報告書に基づき、日常的な保全活動に加えて、長期保全

計画（10 年間の計画）に基づいた保守管理を適切に実施してまいります。 

今後とも安全第一を全てに優先した安全運転に努めるとともに、運転経験の蓄積、

知見の拡充に努め、長期保全計画に適切に反映させ、継続的な改善活動を実施するこ

とで、安全性・信頼性のより一層の向上に取り組んでまいります。 

 

以 上 

 

添付資料 

 東海第二発電所高経年化技術評価および長期保全計画の概要 

 

 
＊１：実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等 

「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」において、原子炉の運転を開始した日以
降 30 年を経過する日までに、原子炉施設の安全を確保する上で重要な機器及び構造物等につい
て、経年劣化に関する技術的な評価（高経年化技術評価）を行い、これに基づき原子炉施設の
保全のために実施すべき措置に関する 10 年間の計画（長期保全計画）を策定し、高経年化技術
評価結果および長期保全計画を国に報告することが義務付けられている。 

また、「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイドライン（平成 19 年 6 月）」に
おいて、報告の時期を、原子炉の運転を開始した日以降 28 年を経過した日から 29 年を経過す
る日までとしている。 

平成２０年 ７月２５日

日本原子力発電株式会社



 
＊２：高経年化技術評価 

原子力発電所の安全上重要な機器・構造物等に想定される経年劣化事象を抽出し、これに対
する健全性の技術的な評価を実施するとともに、現状の保全活動が有効かどうかを確認し、必
要に応じ、追加すべき項目を抽出するもの。これらの評価は 10 年以内に再度見直すこととして
いる。 

 
＊３：長期保全計画 

高経年化技術評価結果に基づき、今後 10 年間において、現状の保全活動に追加すべき項目に
ついて、具体的な実施内容・方法・時期を定めた計画。 

 
 
 

 






